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東アフリカの教育の質に関する
リージョナル・ガバナンスの課題と可能性

西　村　幹　子
（国際基督教大学教養学部・大学院アーツ・サイエンス研究科）

１．はじめに―地域統合と教育のガバ

ナンスの広がり

　経済のグローバル化、社会の流動化の急

速な進展に伴い、地域統合・リージョナラ

イゼーションの動きがさまざまなレベル・

領域で進んでいる。この「リージョナリズ

ム・パラダイム」（de Prado Yepes, 2006）は、

基本的には一国の枠組みにおいて考えられ

ていた教育のあり方に大きな変容を迫りつ

つある。開発途上国においても、「東南ア

ジア諸国連合 (Association of Southeast 

Asian Network: ASEAN) 共同体」、「アフリ

カ連合 (African Union: AU)」等の地域統

合構想が教育を重要セクターとして位置付

けて政策的議論を展開しており、教育の国

境を越えた域内協力・交流・連携は、今後、

ますます大きく進展することが予想される。

　従来の「政府（ガバメント）」では捉えき

れない、より広義な権限の行使に関わる概

念としての「ガバナンス」は、リージョナ

ルなレベルではどのように定義づけられる

のであろうか。欧州委員会は、リージョナル・

ガバナンスを「欧州レベルで権力が行使さ

れる方法に影響を及ぼす規則、過程、行為

であり、特に開放性、参加、説明責任、有

効性、調和を指す」としている（Commission 

of the European Communities 2001, p.8）。

規則や規範だけでなく、権力を行使する過

程の行為の性質が重視されており、さまざ

まなアクターが想定されている。天児（2011）

は、冷戦終結後には国内秩序と国際秩序が

錯綜・交差するダイナミックな秩序の変動

が起きており、そのガバナンスの実体化に

は、政府、市民による非政府組織（NGO）、

専門家集団という「三位一体型ネットワー

ク」づくりが求められ、それぞれのアクター

の組織化・ネットワーク化、三者の国境を

越えた連携によるシステムの構築が重要で

あると指摘している。

　教育分野における地域統合・リージョナ

ライゼーションは未だ比較的研究蓄積の浅

い分野であるが、一般に高等教育分野につ

いての論考が多い。サブサハラアフリカ（以

下、アフリカ）地域については、高等教育

分野の地域的な取り組みの可能性と同時に、

各アクターの役割の明確化や、組織の能力

向上、研究の生産性の向上、地域的な枠組

みや政策と国家教育政策との整合性、財政

強化等の課題が指摘されてきた（Sehoole 

2004; de Prado Yepes 2006; Knight 2008; 

Jowi 2009）。これらの先行研究は、具体的

な事例に基づき各アクターが実際的に抱え

る課題や多層的な組織間のダイナミズムを

分析する論考よりも、地域全体の可能性と

リスクについての抽象論を展開するものが

多い。基礎教育については、東南部アフリ

カの教育の質に関して、地域統合を目指す

政策と国レベルにおける実施のギャップを

指摘する論考があり、各国の詳細な分析の

必要性が指摘されている（Chisholm 2007）。

　本稿は、アフリカ地域の教育をめぐる実

態としてのリージョナル・ガバナンスが、

どのようなアクターによって形成・維持さ

れているのか、またその課題と可能性は何

かを明らかにすることを目的とする。分析
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の対象としては、研究の希少性や長年調和

について議論されながらもなかなか実現さ

れることのない、東アフリカ地域における

基礎教育の質に関するリージョナル・ガバ

ナンスに焦点を当てる。

　次節では、研究の方法として理論的枠組

みと手法を論じる。第 3 節ではリージョナ

ル・ガバナンスに関わるアクターについて

記述し、第 4 節でアクター間の関与の実態

について論じる。最後に、第 5 節で暫定的

な結論を述べる。

２．研究の方法

2.1　理論的枠組み

　地域統合については、域外からの挑戦に

対する地域内の国家による集団形成である

とする新現実主義的な見方と、理念と利益

とアイデンティティの観点から社会・地域

的な要因に影響を受けて構成されるとする

社会構成主義の対立した見方があるが、黒

田（2009）はどちらもある程度の有効性を

有していると指摘する。実際には、さまざ

まなアクターを抱える地域統合、あるいは

リージョナル・ガバナンスの実態は多様で

ある。教育分野では、エラスムス計画やボ

ローニャプロセスにより、政治経済的な後

ろ盾を得ながら地域的高等教育圏を形成し

て国際競争力を高めようとする EU、多様性

と格差を内包する中で多様な地域的高等教

育枠組みを有しながら、緩やかに連携を構

築しているアジア、圧倒的な財源不足を背

景に国際援助機関や地域組織の支援を受け

て教育システムの調和化や共通の課題解決

を模索するアフリカを同一線上で議論する

ことは難しい。例えば高等教育の国際化に

関しては、アフリカ地域の特徴として、そ

の動機に「国際競争力の向上」よりも「国

内の人材の能力向上」と「戦略的な同盟を

形成する必要性」と回答する国や組織が多

いことが指摘されている（Knight 2008）。

アジアの高等教育が、英語至上主義や新自

由主義に影響された高等教育のグローバル

市場の動向に刺激されて進展している側面

がある一方で（黒田 2009）、アフリカはグ

ローバル市場における脆弱性とそれを補う

外国からの援助を前提としながら「リージョ

ナリズム・パラダイム」への対応を迫られ

ている側面もある。そもそもアフリカ地域

における貧困国においては、地域統合から

得られる利益が少ないことから、統合の動

きに対しては政治的な志気が最も重要な鍵

となるとの指摘もある（Goldstein 2002）。

　理念やアイデンティティの観点から

は、欧米の植民地統治下におかれていた

歴史と外生的な国家の形成が関連する。

アフリカにおいては、アフリカ統一機構

（Organization of African Unity: OAU）が、

アフリカ諸国の独立期である 1963 年に、独

立の擁護、地域の連帯と団結を目的として

組織された。その目的は、第一に「植民地

化とアパルトヘイトの残存する負の遺産を

取り除くこと」であった（African Union 

in a Nutshell）。そこでは植民地支配の下

で人びとが虐げられ、資源を剥奪されてい

たという認識と、そこからの脱却がアフリ

カの共通の目的であるという意識が共有さ

れている。OAU の組織改革によって 2002 年

に誕生した AU にも基本的にはこの精神が引

き継がれている。

　しかし、植民地からの脱却をどのように

果たすか、についてはアフリカ諸国間で足

並みは揃わなかった。東アフリカについて

いえば、独立後、植民地支配からの脱却を

「アフリカ化」によって果たそうとしたタ

ンザニア、ウガンダとは異なり、ケニアは

「ケニア化」を掲げ、資本主義を基本原則

とする自由主義的な経済政策を選択し、多

国籍企業や非アフリカ系の企業家に対して

寛容な態度を取った（高橋 2010）。市場経

済システムに則り、順調に工業発展を遂げ

たケニアは、タンザニア、ウガンダ、そし
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て近年ではルワンダ、ブルンジを含む 5 カ

国による東アフリカ共同体 (East African 

Community: EAC) の経済統合体制の下で、

競争力で優位に立っている。

　また、1884-85 年のベルリン会議に端を

発したアフリカの分割により外生的に形成

された国家権力は、民族主義やアフリカ化

を理念としながらも、希少な資源もめぐっ

て「部族」主義的な資源配分、寡頭支配と

腐敗という「収奪」現象を生み出したとい

う側面もある（高橋 2009, p.313）。この背

景には、植民地時代において民族集団によっ

て不均等に与えられた教育機会と資源、独

立運動においてさまざまな形で役割を果し

た大民族を基盤とする集団の排他的な共同

性と外生的な国家権力の並存がある。ケニ

アにおいては特にこの現象が著しい。天児

（2011）はアジア地域について、国民国家が

作り出す「構成的秩序」が、西洋的なナショ

ナリズム、国家機構・制度の導入を目指し

て外発的に導入されたために、旧来の基層

社会に生き続けていた「生成的秩序」とは

別個のメカニズムによって並存的に機能し

たと指摘しているが、アフリカにおいても

国家制度の非土着化の課題は根強い。

　このように、本稿が注目する東アフリカ

におけるリージョナル・ガバナンスに潜在

的に関連する視角として、①「脱植民地化」

という共通の理念を持ちながら、いかに具

体的に共有できるビジョンを持てるか、②

国家政策の差異やその帰結としての「域内

格差」にいかに対応するのか、③「国家制

度の非土着化」に起因する国内のガバナン

スのあり方がリージョナル・ガバナンスに

どう影響するのか、④外国からの援助ある

いは「リージョナリズム・パラダイム」と

いう外発的な「圧力」がどの程度、東アフ

リカのリージョナル・ガバナンスに影響を

与えているのか、という 4 点が挙げられる。

これらを念頭に置きながら、次項で述べる

データを分析することとしたい。

2.2　調査の方法とデータ

　本研究の調査方法は、ケニアを事例に東

アフリカ地域の基礎教育の質をめぐるリー

ジョナル・ガバナンスを研究対象とする

ケース・スタディである。具体的な調査手

法としては、地域統合組織、教育に関する

地域的な組織、政府の関連文書に基づくド

キュメント調査法、リージョナル・ガバナ

ンスに関わるアクターへの半構造化インタ

ビュー、観察法を組み合わせた定性的調査

手法を採用する。観察法に関しては、ア

フリカ地域 NGO であるアフリカ女性教育

者フォーラム（Forum for African Women 

Educationalists: FAWE）の総会を対象とし

た。

　インタビューの対象とした組織は、国

家組織としてケニア教育省、地域組織と

してアフリカ教育開発連合（Association 

for Development of Education in Africa: 

ADEA）、FAWE、UWEZO の 3 組織、国際援助機

関として国際協力機構ケニア事務所、アフ

リカ開発銀行、UNESCO 国際教育計画研究所

（International Institute for Educational 

Planning: IIEP）の 3 組織である。インタ

ビュー調査は、2011 年 7 月 25 日から 8 月

5 日の期間に、ナイロビおよびチュニスに

おいて 15 名に対して各 1 時間～ 1 時間半ほ

どかけて筆者が単独で行った。殆どのイン

タビューは個別で行ったが、時間や場の設

定の関係上、一部をグループインタビュー

で行った。また、学術的な観点からの示唆

を得るために、ナイロビに位置する教育系

大学であるケニヤッタ大学においてインタ

ビュー調査および資料収集を行った。

　分析方法としては、前項に記した観点か

らの概念コードを用いてコーディング手法

を採り、すべてのインタビューについては

テープ越こししたものに関して概念コード

の抽出およびオープン・コーディングを行っ

た。
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３．東アフリカの教育の質に関するア

クターとその特徴

　図 1 に示す通り、ケニアにおいては、複

数の異なる次元のアクターが教育の質に関

する地域的な取り組みに関わっている。ケ

ニア政府教育省が国の基礎教育の質に関す

る政策や計画を立案、実施、評価する第一

義的な責任を負っているが、より大きな地

域統合の枠組みとして、AU および EAC があ

り、ここでも教育の質についての協議・調

整を行っている。53 カ国が加盟する AU は、

2006 ～ 2015 年を「第二のアフリカの教育

の十年」と設定し、目標として教育マネー

ジメント情報システムの地域レベルでの構

築、AU 委員会やその他の地域経済共同体の

政策やプログラムへの教育の主流化、教育

達成の向上（アクセス、質、効率性、妥当

性を含む）、初中等教育におけるジェンダー

平等の達成、高等教育における理数工学系

におけるジェンダーギャップの改善、教育

開発のための域内協力の活性化、財政メカ

ニズムの強化を掲げている（African Union 

2006）。そして7つある重点分野の一つを「教

育の質管理」としている。

　2000 年にケニア、ウガンダ、タンザニ

アを加盟国として再結成された EAC は、そ

れ以前からも教育システムと訓練カリキュ

ラムの調和化について議論してきた経緯が

あるが、2007 年にルワンダ、ブルンジを加

盟国として加え、2009 年より正式にこの

議論を開始した（East African Community 

Education Sector Overview）。しかし、未

だ具体的な計画については発表されていな

い。

　ADEA は、1988 年にアフリカの教育援助の

ための援助機関間の調整のための場（Donors 

to African Education: DAE という名称）

として世界銀行内に発足し、援助協調促進

のためのフォーラムとして機能した。その

後、アフリカ諸国の参加や組織としての

独立性の必要性が強調されるようになり、

1992 年に運営委員会メンバーに新たにアフ

リカ諸国の教育大臣を加え、独立した事務

局がパリの UNESCO-IIEP 内に設置された。

1995 年には ADEA と名称が変更され、より

アフリカ諸国と援助機関間のパートナー

シップが強調されるようになった。2008 年

には、チュニスにあるアフリカ開発銀行内

に事務局を移し、同年には AU と協定書を交

わし、「第二のアフリカの教育の十年」の

枠組みでの活動に着手するとともに、AU の

教育大臣会合（Conference of Ministers 

of Education of the African Union: 

COMEDAF）事務局と統合されることとなった。

アフリカ政府は 2500 ドル、援助機関等の外

部組織は 5 万ドルを会員登録費として支払

う。国際機関や二国間援助機関を主なドナー

としているが、財政難のため、民間セクター

からの協力を模索している。30 ～ 40 名の

専門家を有し、教科書・教材、教育運営・

政策支援、ノンフォーマル教育、理数科教

育など合計 9 つのワーキンググループを組

織してアフリカ諸国間およびアフリカ諸国

と援助機関との政策対話を促進している。

　FAWE はアフリカ地域の 32 カ国において

活動するアフリカ地域 NGO である。1992 年

に 5 人のアフリカの女性の教育大臣によっ

て、ジェンダーという議題を教育政策に主

流化させるためのシンクタンクを作るとい

う目的で設立された。政策にインパクトを

与えるためには、何が良い対処法なのかを

示すことが重要との観点から、調査研究を

行い、パイロット事業を実施し、その結果

を提示することを主な活動とする政策アド

ボカシ―型の NGO である。ケニアの首都ナ

イロビに本部があり、その下に中部、南部、

東部、西部の 4 つの地域事務所、さらに各

地域事務所の下に 8 以下のナショナルチャ

プターを有する。地域レベル、国レベルの

構成は、それぞれ事務局、実行委員会、総

会を持ち、意思決定を行う。財源は主に多
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国間および二国間援助機関、アフリカ域外

の民間財団などであり、アフリカ地域内に

おける財政基盤は弱い。FAWE はもともと

ADEA のワーキンググループの一つであった

が、現在は ADEA の運営委員会のメンバーで

ある。AUとは2008年に協定書を交わしたが、

それを実施するためのメカニズムが確立さ

れておらず、アフリカ地域大学構想のジェ

ンダーアセスメントについての協力、「第

二のアフリカの教育の十年」におけるジェ

ンダーの課題についての部分的な協力に留

まっている。

　UWEZO はスワヒリ語でケイパビリティ（潜

在能力）を意味し、2009 年に東アフリカ

の研究者によって設立された東アフリカ地

域 NGO である。タンザニア、ウガンダ、ケ

ニアにそれぞれ UWEZO の事務局、ケニアの

首都ナイロビに地域事務局がある。インド

の取り組みを参考に、基礎教育の質に関し

て市民を巻き込んで行動を起こす市民社会

の形成を目的として、毎年 3 か国で 6 ～ 16

歳の子どもに対して、就学の有無、学年を

問わず小学 2 年レベルの大規模な学習調査

を実施している。そして、親、子ども、コ

ミュニティ、政治家等に調査結果をフィー

ドバックし、議論する機会を提供してい

る。2010 年の調査結果としては、約 7 割の

子どもが小学 2 年生のレベルの学習を達成

していないという衝撃的な結果を発表した

（UWEZO 2011）。また、「教育の友（Friends 

of Education）」というイニシアティブの下

で、世帯調査の際に世帯に対して教育の質

を改善する運動に参加する意思を尋ね、携

帯電話の情報を記入してもらい、携帯電話
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のショートメッセージサービス（SMS）や

ラジオを通じて情報を送り、基礎教育の質

について議論する場としている。既に 13

万世帯のデータベースが構築されている。

UWEZO の主なドナーは、米国のヒューレッ

ト・フローラ財団、世界銀行、Hivos（英

国に基盤を置く国際 NGO）、Taweza（タンザ

ニアの NGO で UWEZO Tanzania の事務局も担

当）、英国、スウェーデンである。東アフリ

カ共同体とは 2011 年より情報提供という形

での連携を始めており、他の加盟国への調

査も検討中である。また、マリ、セネガル

等、東アフリカ地域外のアフリカ諸国から

も調査実施について関心が寄せられている。

2011 年には、ADEA の会合で調査結果が発表

されるなど、アフリカ地域全体からその活

動に関心が集まりつつある。

　 図 1 に 薄 い グ レ ー で 示 し た SACMEQ

（Southern and Eastern Africa Consortium 

for Monitoring Educational Quality）と

SMASSE-WECSA（Strengthening Mathematics 

and Science in Secondary Education in 

Western, Eastern, Central and Southern 

Africa）は、アフリカ地域を広く網羅する

教育の質に関する取り組みである。SACMEQ

は、1991 年に UNESCO-IIEP がジンバブエ教

育省からの要請を受けて小学 6 年生の試験

のデザイン、サンプリング、政策へのフィー

ドバック等に関する訓練を実施したことに

始まった、教育の質管理に関する 15 カ国

の東南部アフリカの連合であり、ジンバブ

エにおいて国際 NGO として登録されてい

る。技術支援を行う UNESCO-IIEP は、教育

の質の向上、質管理に関する各国の能力開

発、ベンチマーキングなど自国の政策への

フィードバックという 3 つの側面での効果

発揚をねらいとしている。UNESCO-IIEP は、

パリで隔年行われるアフリカ諸国の SACMEQ

担当官の訓練に関する技術的および資金的

支援を行い、各国の教育省がテスト実施の

主導権を握り、データ収集費用を拠出して

いる。現在、フランス語圏で行われている

学力調査（PASEC）へ UNESCO-IIEP が技術協

力を行う形での連携が進んでおり、近い将

来、アフリカ全域における共通問題による

テストが実施される可能性もある。

　SMASSE-WECSA は、ADEA のワーキンググ

ループの一つであり、アフリカ地域におけ

る理数科教育の質向上のためのネットワー

クである。ケニア国内で NPO 法人として登

録され、各国教育省を会員とし、ケニア

政府教育省のアフリカ理数科学教育セン

ター（Centre for Mathematics, Science, 

and Technology Education in Africa: 

CEMASTEA）の所長が代表を務めている。

SMASSE は、もともとケニアにおける日本

の国際協力機構（JICA）の二国間技術協力

プロジェクトとして 1998 年に開始された。

2001 年からは、ケニアの経験を他国と共有

しながら、各国の活動として展開していく

という形を取っており、基本的には JICA の

第三国研修、第三国専門家という援助スキー

ムで域内研修を毎年 3回開催している（ネッ

トワークの設立経緯については石原 (2011)

を参照のこと）。

　アフリカ開発銀行は、基礎教育を直接の

支援対象分野とはしていないが、ADEA や

FAWE などを支援することによって間接的に

基礎教育の質にも関与している。協力の枠

組みとして、プロジェクトを実施する際に

地域的な展開があるものには各国で行う活

動の 2 倍の予算がつくという仕組みを有し、

リージョナライゼーションを促進している。

４．アクターの関与の実態

　本節では、前節で記したアクターが実態

としてどのように関わり合い、リージョナ

ルな組織・ネットワークを維持しているの

かを論じる。特に現地調査を通じて出てき

た、リージョナライゼーションの動機、地

域的な組織・ネットワークの位置づけと組
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織的特性、政府・NGO・地域組織・ドナーの

緊張関係と補完関係というテーマごとに、

その実態を分析する。

（１）リージョナライゼーションの動機

　リージョナライゼーションの動機には、

大きく分けて、より大きな市場の開拓、海

外直接投資のための環境整備などの経済的

動機、グローバルな課題に対して一つの声

を挙げること、旧宗主国やドナーの独裁的

なアプローチの回避（脱植民地化）、一つの

アフリカとしての公平性への意識や同調な

どの政治的な動機、そして他者から学ぶ、

いわゆる「教育借用」という実際的な動機

が存在する。「教育借用」や「脱植民地化」

はケニア教育省の基礎教育担当官によって、

以下のように明確な認識をもって語られて

いる。

各国の教育システムには独自の特徴が

あり、それを借りることができる。文

化的な違いがあるが、独自のシステム

と相互扶助について理解することが必

要だと思う。…（途中略）アフリカを

植民地化してきた国々も、アフリカが

連帯することに関しては、独裁的にア

プローチできないため脅威に感じてい

るだろう。…（途中略）コンディショ

ナリティをつけて政府を独裁しようと

していたドナーの態度に対して疑義を

唱えるのにリージョナライゼーション

は役立つし、このような関係をリージョ

ナライゼーションは断ち切ることがで

きるのではないかと期待している。

　ADEA や FAWE も脱植民地化を視野に、グ

ローバルな教育アジェンダに対してアフリ

カが一つの声を上げることを意識し、専門

家集団としてアフリカ地域とグローバルレ

ベルの議論の調和をもたらすことをその役

割としている。ADEA の担当者は、自らの役

割をグローバルな課題をより地域の文脈の

中で解釈する作業と、逆に地域の声をグロー

バルアジェンダに反映させていく作業を兼

ね備える「リンチピン（くさび）」と表現す

る。FAWE の担当官も地域でまとまることに

より、国家レベルの政策とグローバルアジェ

ンダの両者に影響を与えることが、地域組

織であることの意味であると、以下のよう

に話した。

設立当初のメンバーは、アフリカで抱

えている課題について、一つの声を上

げることが重要だと考えた。政策に変

化を求め、政府の政策により強い影響

を与える組織を作りたいというのが意

図であった。またグローバルアジェン

ダに影響を与えることも視野にある。

国際機関は地域事務所にも戦略を持っ

ており、リージョナルレベルでまとま

ることも重要だと思う。国際的なアジェ

ンダやトレンドに流されず、現場で必

要、重要であることについて声を上げ

ていくことが FAWE の役割と認識してい

る。

　しかし、東アフリカにおいては、実態と

して地域統合をめぐる政治的動機には温度

差があり、地域的な取り組みが実体をもつ

ことは容易ではない。ケニアは経済的に最

も優位に立っていることから、地域統合に

ついても積極的であるが、タンザニアは消

極的であり、ケニアに対して脅威と対抗心

を持っていると一般的に捉えられている。

ケニアの教育省副大臣は、こうした温度差

について、以下の通り述べている。

（リージョナライゼーションには）さま

ざまな既得権や利害関心が存在する。

例えば、ナショナリズムや他国民への

恐怖がある。ケニア人にはケニアとし

ての誇りがあり、タンザニア人は、ケ

ニア人は攻撃的で盗みやドラッグが多

いなどというイメージを持っている。

あるいはウガンダ人やソマリア人は戦

闘好きで戦争が持ち込まれるのではな

いか、などと考えている。ナショナリ
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ズムは自分の持っているシステムが一

番と考え、変化を好まない。…（途中

略）また覇権の問題もある。もしリー

ジョナライゼーションが進めば、誰か

がそのトップに立とうとする。例えば、

東アフリカ共同体の大統領は一人であ

る。そうなると権力を失う者も出てく

る。権力を失いたくない者は、それが

多少小さくても一国の主でいることを

望む傾向がある。

　国家間の温度差や対立関係に関連して、

アフリカ開発銀行の教育担当官は、地域的

な取り組みに発展させることの難しさを以

下の通り語っている。

キガリに ICT の大学を造ろうというこ

とで、ルワンダ政府と EAC の地域的な

大学に発展させようという構想になっ

た。…（途中略）ところが、案件形成

調査で訪問した際に、ルワンダの教育

省が突然、国家レベルにしたいと言い

出した。隣国との競争などいろいろと

対立があるらしく、結局うまくいかな

かった。どのように国家レベルを尊重

しつつ、リージョナルにできるかとい

う問題がある。

　こうした政治的動機の温度差は、政治的

リーダーシップの欠如と相まって、結果と

して EAC の組織そのもののあり方にも影響

する。タンザニアのアルーシャにある EAC

事務局には教育分野だけを担当するデスク

はなく、他の社会開発セクターと兼任する

体制となっている。このため、調整や意思

決定過程には相当の時間がかかる。教育シ

ステムの統合という内容としての議論はあ

るが、議長や事務局の選出等の組織構造的

な事柄についての体制が整備されておらず、

基礎教育レベルでは実態としては何も進ん

でいない。

　SACMEQ や SMASSE など、アフリカ地域全

体への広がりを見せている取り組みに関わ

る UNESCO-IIEP および JICA ケニア事務所の

担当者は、アフリカ諸国の地域的な活動へ

の参加プロセスに関し共通した見解をもつ。

それは、各国が共通して持つ、「何でも参加

しておきたい」、「皆入っていなければ」、と

いう「地域意識」だという。これは一つの

アフリカとしての公平性への意識や同調と

も取れるが、この「地域意識」が、具体的

な役割や責任を伴う行為としてのリージョ

ナル・ガバナンスにつながることが難しい。

この背景としては、形式的にはオーナーシッ

プを要請しながらも、実態としては援助機

関からの提言に対するアフリカ諸国政府の

「受け身」な姿勢がある。ケニヤッタ大学の

教授は以下のように指摘する。

国レベルの教育政策の策定動機にして

も、例えば、ドナーが基礎教育に資金

を投入するという前提があって、それ

に対して反応しているのであり、自分

たちで何か行動を起こそう、グローバ

ルレベルに働きかけようとしているわ

けではない。この意味で、アフリカの

政府は危機や国際情勢に対して受け身

であり、自発的ではない。ADEA など

の場で大臣が集まって決めても、実施

についてどうやるのかについての示唆

はあまりない。グローバルレベルの諸

機関に対して地域としての交渉力をつ

けるなどのレベルには至っていないと

思う。一つの声として発言するのも難

しい。現状では、あくまで世界銀行、

UNICEF、UNESCO の政策に反応する形に

なっている。

　こうした従来の受け身の姿勢を克服しよ

うと意識的に活動しているのが UWEZO であ

る。UWEZO の地域事務局長は以下のとおり

語る。

正規教育（の質）に関することはグロー

バルな議題に上っていることであって、

われわれのやっていることは決してユ

ニークなことではないと思う。ただ、

今まではわれわれはグローバル村のメ
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ンバーとして受け身だった。しかし、

このインドと東アフリカの貢献は、途

上国からの貢献だ。アカウンタビリティ

の課題をわれわれでやろうとしてい

るところに意味がある。SMS やロード

ショーなどわれわれのやり方でコミュ

ニティとの対話を図っているのだ。

　この「われわれ」意識からは、「援助国側」

の先進国に対する「被援助国側」のアフリ

カ諸国という対立的な意識が読み取れる。

これは先述した教育省職員や地域組織にも

見られた「脱植民地化」の意識とも捉えら

れる。こうした脱植民地化の意識は、多様

なアクターに一貫してみられるところであ

るが、具体的な取り組みとして地域的に連

携する際には、域内格差や覇権争いに根差

した政治的動機の温度差や政治的リーダー

シップの欠如により、先進国側からの援助

が呼び水とならない限り、実態として形を

帯びることが難しいのが現状である。

（２）地域的な組織・ネットワークの位置づ

けと組織的特性

　アフリカの教育に関連する地域組織は、

活動形態によって主に 3 つに分類すること

ができる。一つ目は、政策形成型フォーラ

ムとしての域内 NGO（FAWE）や域内ネット

ワーク（ADEA）を抱える「対話・ネットワー

ク型」である。FAWE や ADEA は、主に各国

の教育大臣や政府高官の間でのゆるやかな

情報共有と意見交換の場としての役割を果

たしている。ただし、それらの場で議論さ

れたことがどのように実際の教育政策ある

いは現場に生かされるのか、というレトリッ

クを超えた実際の現場へのインパクトが課

題である。二つ目は、より技術的、実際

的な質改善への取り組みとしての SMASSE-

WECSA や SACMEQ などの「技術的・実際的な

取組型」である。実際の活動目的が技術的

に明確であることから、政治に左右される

ことなく比較的合意に至りやすく、各国の

参加も得られやすいことが特徴であるが、

ドナーへの資金的／技術的依存や、それら

の活動の域内および各国での発展可能性に

ついては課題もある。三つ目は、市民社会

組織間の域内連携としての NGO（UWEZO）に

代表される「広域市民社会形成型」であ

る。UWEZO は、教育の質改善を技術的な観

点からだけでなく、市民社会側からの教育

の質に関する「説明責任の要求力」の向上

という民主的な観点から捉え、政府・学校・

社会をつなぐ役割を果たそうとしている。

UWEZO の取り組みは新しく、その着眼点は

斬新であるが、実際の質改善へのインパク

トについては慎重に見守る必要がある。

　これらの地域的な取り組みは、それぞれ

に組織的な課題を抱えている。たとえば、

ADEA のシニアプログラムオフィサーは、組

織が抱える「インフォーマリティ」の正負

の側面を以下のように表現する。

ADEA は複雑な組織であり、独自のアイ

デンティティのある国際機関ではない。

したがって、組織の中にインフォーマ

リティを抱えている。大臣は、大臣と

してフォーマルにコミットするような

力は持っていない。しかし、教育大臣

については、政治的にというよりイン

テレクチュアルなグループとして対話

しており、大臣としてだけでなく、イ

ンテレクチュアルとして、また国の教

育問題を解決したいと思っている個人

として対話して欲しいと呼び掛けてい

る。フォーマルなコミットメントより

も、対話であり、その方が生産的であ

る場合もある。…（途中略）ただ、独

自の法的地位をもっていないことから

国と協定を結ぶこともできないため、

いくつかの国々は ADEA に積極的に参加

できないでいる。

　また、FAWE の教育専門家も、実際の組織

運営上の課題を以下のように述べている。

政府との関係は非常に密で、アドバイ
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スを行い、ジェンダーが政策に統合さ

れているかをチェックしている。…（途

中略）しかし、限界もある。政府には

アドバイスをするが、実施は政府次第

であるところに課題がある。教育省の

スコープや能力が未熟であれば実施さ

れない。政府がジェンダー政策を理解

するのが難しい場合もある。また、政

府の官僚は部署異動するので、活動が

滞ることもある。

　こうした「対話・ネットワーク型」の地

域組織は、高い専門性を有しながらも、法

的・政治的な国家のコミットメントを伴う

AU や EAC などの地域経済統合組織とは異な

り、ゆるやかな連合体や NGO として存在し

ている。このため、柔軟性や対話の場とし

ての開放性をある程度有しているが、国内

における対話の結果としての具体的な効果

が見えにくいという弱点を持っている。

　「技術的・実際的な取組型」の地域組織

には、各国の教育省、あるいはその傘下に

あるさまざまな組織が関与しており、政策

との一貫性を保持しながら具体的な活動を

位置づけることができている。しかし、組

織体制としては、例えばタンザニアなど、

SACMEQ は実施しているものの、国家レベル

での学力調査を行っておらず、担当が頻繁

に変わり、組織的な体制が整わないケース

もある。また、SMASSE-WECSA の事務局と

なっている CEMASTEA は、ケニア教育省の

傘下にあるが、別組織（Teacher Service 

Comission: TSC）の職員が配置されている。

2011 年度より CEMASTEA の運営資金が教育

省を通さずに財務省から直接 TSC に資金が

送られる仕組みに変更されたため、人事や

専門性に関して教育省との調整が滞る事態

が発生している。さらに、2011 年の憲法改

正に伴い推進される地方分権体制の下で、

中央集権化されたシステムの中で開発され

た現職教員訓練システムが、ケニア国内外

でどのように適応・発展していくのかにつ

いても課題がある。これらは、国際援助を

受けて発展してきた地域組織の技術的、組

織的な自立発展性の課題である。

　UWEZO は市民団体として成立したが、各

国の事務局はそれぞれ既存の組織内に

位置している。ケニアの場合には Women 

Educational Researchers of Kenya（WERK）

という教育の専門家集団組織内に事務局が

あり、活動内容や理解度の一致という意味

では問題がないが、国によってはこうした

一貫性が保てていない。UWEZO の地域事務

局長は以下のように指摘する。

3 カ国ではさまざまなホスト組織があ

るが、それらとの関係はうまくいって

いない場合もある。…（途中略）例え

ばウガンダでは、NGO 全体を網羅する

大規模な協会をホスト組織としている

ので、彼らの日当の基準との調整が難

しい。またウガンダの協会は大規模す

ぎて UWEZO の活動に十分な注意が払わ

れていない。将来はホスト組織から離

れ、UWEZO のブランチとして独立する

可能性も視野に入れている。

　ここでは、地域的な目的を共有しながら

も、国よって実施体制が異なり、その能力

も一様ではないことが示されている。実際、

ウガンダでは低学年に対して母語による教

育が推進されているが、UWEZO の試験は英

語で実施され、政策との不一致が起きた。

　アフリカの教育に関連する地域組織にお

しなべて言えることは、組織の財政的な基

盤が域外にあるため、外部資金獲得のプレッ

シャーに晒されているということである。

すべての組織のインタビューにおいて、組

織的な意思決定にはドナーの意向が反映さ

れることはなく、アフリカ側がオーナーシッ

プを持っているとの見解が示された。しか

し、他方で財政的自立発展性が課題である

ことも事実である。例えば、SMASSE は地域

的に展開されている活動の財源のほぼ全て

を国際協力機構からの支援に頼っている。
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SACMEQ や ADEA も地域的な会合については

外部資金を活用して開催しているのが現状

である。UWEZO の活動も一部（タンザニア

の Taweza からの資金）を除き、大半は海外

からの支援で成り立っており、活動も期間

限定（4 年間）のイニシアティブとされて

いる。FAWE は、2013 年から始まる新たな 5

カ年計画について、その財源確保が深刻な

課題となっている。二国間援助機関につい

ては、世界的な経済不況や 2011 年に発生し

たケニア政府教育省の汚職事件を受け、教

育分野の援助を打ち切る機関もあり、優先

分野や支援額の変動が激しい。FAWE の総会

では、リスクの大きい二国間援助への依存

度を低め、アフリカ内の財源をいかに確保

するかが議論の焦点となったが、現実性を

伴った合意には至らなかった。財政的脆弱

性と外部への依存は、地域組織の活動の遂

行に少なからず影響している。

（３）政府・NGO・地域組織・ドナーの緊張

関係と補完関係

　現在、ケニアでは 3 種の大規模な学力調

査が行われている。SACMEQ（1995 年より 5

年おきに実施）、教育省による学力調査（不

定期で最新の調査は 2009 年に実施）、UWEZO

による調査（2009 年より毎年実施）である。

SACMEQ および教育省による学力調査が教育

政策へのフィードバックを目的とし、就学

児童を対象としているのに対し、UWEZO に

よる調査は世帯を基準に市民とのコミュニ

ケーションを重視し、退学者や不就学児童

も対象としているという点において対照的

である。

　UWEZO の調査は、政府に対しては教育の

質に関する説明責任を求めるため、緊張や

反発をもたらしうる。実際、UWEZO の調査

結果は、SACMEQ や政府による調査結果を大

きく下回る学習達成度を示したため、各国

の新聞でも大きく取り上げられた。ウガン

ダおよびタンザニア政府は調査自体に関し

て否定的、保身的である。これに対してケ

ニア政府は、3カ国の中で最も結果が良かっ

たことなどから比較的受け入れる姿勢を示

しているが、教育省の担当官はその結果に

ついては懐疑的な見解も示している。また、

UWEZO は、経済発展を掲げる EAC に対して、

そのための人的資本の実態と問題を提示す

ることにより、問題意識を共有し、共同で

政府にプレッシャーを与えることができる

パートナーとなる可能性を見出している。

広域の市民組織が地域統合組織に情報を発

信・共有することにより、国を超えて教育

の質に対する意識を高め、その結果として

国に教育の質改善を求める動きを作り出そ

うというのである。これが「リージョナリ

ズム・パラダイム」の中で、より地域的な

プログラムに資金を拠出しようとするド

ナーの関心とも重なり、この活動を盛り上

げている。ケニアでは初等教育無償化政策

のために投資されたドナーの資金を含む約

49 億シリングが使途不明となり、教育大臣

が辞任し、英米などの主要ドナーが援助を

打ち切ろうという事態になっている。この

ため、市民社会と地域統合組織から政府の

ガバナンスに対してプレッシャーを与える

ことにドナーも協力する動機がある。

　UWEZO の取り組みは、政府に対して緊張

関係をもたらすだけではなく補完関係も生

み出している。ケニアでは 2002 年に独立

後初めて野党が勝利したことを受け、野党

の選挙公約となっていた無償化政策が 2003 

年に導入された。すべての公立小学校でそ

れまで課されていた授業料は廃止され、そ

の代わりに教育省から各公立校に対し、教

科書代や学校運営経費を賄うため、生徒１

人当たりの補助金が交付されるようになっ

た。この結果、就学率 は上昇したが、教育

の質の低下や親の学校への参加意欲の低下

がみられた（Nishimura and Ogawa 2009）。

親やコミュニティと学校とのコミュニケー

ションの低下は、学校運営のあり方や教
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育の質に関するアカウンタビリティに深

刻な課題を投げかけている（Sasaoka and 

Nishimura 2010）。この課題の克服に関し、

教育省は UWEZO の活動に期待をかけている

ところもある。教育省の担当官は以下の通

り問題意識を共有した。

FPE（初等教育無償化）、FSE（中等教育

無償化）の課題はガバナンスにあると

思う。財政、学校運営について、アカ

ウンタビリティのメカニズムがローカ

ルレベルで確立していないことであり、

この課題さえ解決されれば問題はなく

なると思う。UWEZO がコミュニティや

親を巻き込んでコミュニケーションを

取ろうとしていることについては有難

いと思っている。

　UWEZO のケニア事務所代表はこの点を以

下のように説明した。

（UWEZO の調査は）調査のための調査で

はなく、市民の「消費」のための調査

である。…（途中略）行動を起こすた

めの調査であり、この行動は草の根レ

ベルで行われるべきである。…（途中略）

おそらく政府がわれわれの活動を止め

ようとしないのは、そのため（親やコ

ミュニティへの働きかけ）ではないか

と思う。UWEZO は、ただ政府を責める

のではなく、自分たちで何ができるか

考えることを奨励している。校長、教員、

親、コミュニティリーダー、市民のす

べての人が責任をもっていると働きか

ける。…（途中略）FPE（初等教育無償

化政策）導入後、親の態度が消極化し

たことは、こうしたコミュニケーショ

ンが欠如したためであり、政府がすべ

ての役割を担うべきとの認識が蔓延し

た。この点を克服しなければならない。

　また UWEZO の地域事務局長も親やコミュ

ニティへの働きかけの重要性を強調する。

われわれの手法が新しいのは、今まで

のように専門家だけで教育問題を話し

合うのではなく、より下の、一般の人々

を議論に加えるということだ。上から

も下からも変化が起こることが期待さ

れている。政策が問題ではなく、実施

が問題の時期に来ている。下からの力、

「需要」がなければ何も変わらない。

　UWEZO の活動は、教育の質に関する政府、

学校関係者、親、コミュニティ、生徒など

関係者間の情報共有、意識の醸成、対話、

行動へとつながる可能性を秘めている。そ

の根底には、民主化という壮大なテーマが

ある。民主化や分権化は政策文書の中でレ

トリックとしては語られても、実際には権

力が集中する傾向にあるという認識は、イ

ンタビュー対象者に共有されていた。政府・

NGO・地域組織・ドナーの緊張関係と補完関

係が今後どのようなダイナミズムを生み出

し、基礎教育の質改善への行動のうねりと

なるのかが注目される。

４．おわりに

　東アフリカ地域の基礎教育の質をめぐる

リージョナル・ガバナンスは未だ実態とし

て明確な形に発展しているとは言い難いが、

2000 年代後半以降、政府、市民社会組織、

ネットワークなど、より多くのアクターが

関わることにより、そのダイナミズムを増

している。なかでも、域内格差や対抗意識、

政治的リーダーシップの不足により、AU や

EAC の取り組みも基礎教育分野においては

未だ具体性を帯びていない中で、UWEZO の

取り組みに見られるような市民社会から教

育の質に関するアカウンタビリティを求め

ていこうとする地域的な取り組みは注目に

値する。基礎教育の質をどのように高めて

いくか、について幅広い関係者を巻き込ん

で議論を促進することにより、学校を取り

巻く生徒、親、コミュニティなどの地域社

会レベル、政府／教育省を中心とする国家

レベル、EAC や ADEA などの地域組織を含む
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広域レベルの 3 つのレベルでさまざまなア

クターを巻き込みながら、新たなリージョ

ナル・ガバナンスを形成する可能性を秘め

ている。

　この新たなリージョナル・ガバナンスの

ダイナミズムの中で、国家のガバナンスの

課題も浮き彫りになっている。変化を好ま

ないナショナリズムと権力闘争の場として

の地域組織、民主化や分権化などのさまざ

まなレトリックの中で大統領や大臣に権力

が集中する体制、国内の汚職・腐敗等が、

実態としてリージョナライゼーションに対

する政治的抵抗力となっている。他方で、

国家レベルにおける政治的リーダーシップ

の欠如あるいはガバナンスの問題が、UWEZO

のような専門家集団や市民活動家による広

域的な市民社会運動の醸成とドナーの「リー

ジョナリズム・パラダイム」へのより一層

の支援を促進しているというパラドックス

も生まれている。脱植民地化を掲げながら

財政的に先進国に頼らざるを得ない状況の

中で、国際機関や他のドナーによって推進

される「リージョナリズム・パラダイム」

の外発的な圧力とアフリカの自立という内

発的な動機が入り組んで地域組織の現状を

形成している。

　かつて 1990 年代に国際開発において「政

府の失敗」と「市場の失敗」を補完する役

割として市民社会が注目され、その後「ボ

ランティアの失敗（voluntary failure）」

が指摘されたように、さまざまなアクター

が存在する中で、一つのアクターに過度

に期待することは現実的ではない（西村 

2008）。「リージョナリズム・パラダイム」が、

国家のガバナンスの課題を克服することな

しに維持され、発展することはあり得ない

だろう。むしろ、国家のガバナンスの課題

に対して、市民社会の下からの力と、地域

組織の上からの力がどのように働き、方向

づけできるのか、そして、政府、NGO、地域

組織、ドナーの四者が、緊張関係と補完関

係のバランスを模索しながら、どのように

教育の質改善のためのネットワークやその

ためのシステムを構築できるのか、が問わ

れている。
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